
No. 事業名 事業の区分 事業概要(①目的・効果 ②事業内容 ③事業の対象) 事業期間 成果目標 成果 事業実施による効果
総事業費
 (千円)

交付金充当
経費(千円)

1

電力・ガス・食料品
等価格高騰重点支
援給付金【低所得者
世帯給付金】

重点交付金

①新型コロナウイルス感染症の長期化による原油価格などの物価高騰によって、家計への
影響が大きい低所得世帯への支援として、住民税非課税世帯１世帯あたり30千円を臨時的
に給付する。
②住民税非課税世帯等への給付金
③令和５年度住民税非課税世帯

令和5(2023)年5月から
令和6(2024)年3月まで

給付金給付件数3,330件を
目指す

2,881件に給付金を給付し
た。

新型コロナウイルス感染症の長期化による原
油価格などの物価高騰によって、家計への影
響が大きい低所得世帯へ給付金を給付する
ことで、低所得者世帯への支援をすることが
できた。

86,430 86,430

2

電力・ガス・食料品
等価格高騰重点支
援給付金【低所得者
世帯給付金】（事務
費）

重点交付金

①新型コロナウイルス感染症の長期化による原油価格などの物価高騰によって、家計への
影響が大きい低所得世帯への支援として、住民税非課税世帯１世帯あたり30千円を臨時的
に給付するために必要な事務経費
②住民税非課税世帯等への給付金給付事務に係る事務経費
③令和５年度住民税非課税世帯

令和5(2023)年5月から
令和6(2024)年3月まで

給付金給付件数3,330件を
目指す

2,882件に給付金を給付し
た。

新型コロナウイルス感染症の長期化による原
油価格などの物価高騰によって、家計への影
響が大きい低所得世帯へ給付金を給付する
ための事務を行うことで、低所得者世帯への
支援をすることができた。

7,649 7,203

3
障がい福祉サービス
事業所燃料費支援
金

重点交付金

①新型コロナウイルス感染症の長期化による原油価格などの物価高騰の影響を受けた障が
い福祉サービス事業所等の経営を支援し、質の高いサービスを継続して提供できるよう支援
金を交付する。
②障がい福祉サービス事業所（26事業所）への燃料費支援金
③市内障がい福祉サービス事業所等（R5.4.1現在）

令和5(2023)年6月から
令和5(2023)年12月まで

対象となる全事業所（26事
業所）に支援金を交付す
る。

21事業所に支援金を交付
した。

新型コロナウイルス感染症の長期化による原
油価格などの物価高騰の影響を受けた障が
い福祉サービス事業所に支援金を交付する
ことで、事業所のサービス維持を支援するこ
とができた。

1,104 588

4
介護サービス事業所
燃料費支援金

重点交付金

①新型コロナウイルス感染症の長期化による原油価格などの物価高騰の影響を受けた介護
サービス事業所等の経営を支援し、質の高いサービスを継続して提供できるよう支援金を交
付する。
②介護サービス事業所（34事業所）への燃料費支援金
③市内介護サービス事業所等（R5.4.1現在）

令和5(2023)年6月から
令和5(2023)年12月まで

対象となる全事業所（34事
業所）に支援金を交付す
る。

29事業所に支援金を交付
した。

新型コロナウイルス感染症の長期化による原
油価格などの物価高騰の影響を受けた介護
サービス事業所に支援金を交付することで、
事業所のサービス維持を支援することができ
た。

1,272 677

5
民間児童クラブ物価
高騰対策支援金

重点交付金

①コロナ禍における原油価格、電気及びガス料金等の物価高騰に直面し、経常的な支出が
増加する民間児童クラブが、質の高い保育を継続して提供できるよう支援金を交付する。
②民間児童クラブへの物価高騰対策支援金
③市内民間児童クラブ

令和5(2023)年6月から
令和5(2023)年12月まで

対象となる全事業者（３箇
所）へ補助金を支払う。

対象となる全事業者（３箇
所）に補助金を交付した。

コロナ禍における原油価格、電気及びガス料
金等の物価高騰に直面し、経常的な支出が
増加する民間児童クラブに支援金を交付する
ことで、事業者のサービス維持を支援するこ
とができた。

400 213

6
私立幼稚園スクール
バス支援金

重点交付金

①コロナ禍の長期化に引き続く原油価格の高騰により、スクールバス燃料費の高騰を受けて
いる私立幼稚園に対して経営支援を行う。
②幼稚園（６園）へのスクールバス燃料費支援金
③市内私立幼稚園

令和5(2023)年6月から
令和5(2023)年12月まで

対象となる全事業者（６園）
へ交付金を支払う

対象となる全事業者（６園）
に支援金を交付した。

新型コロナウイルス感染症の長期化による原
油価格などの物価高騰の影響を受けた私立
幼稚園に支援金を交付することで、私立幼稚
園のサービス維持を支援することができた。

2,040 1,086

7
私立保育園給食材
料費高騰分支援金

重点交付金

①コロナ禍における原油価格、電気及びガス料金等の物価高騰に直面し、経常的な支出が
増加する私立保育園が、質の高い保育を継続して提供できるよう支援金を交付する。
②私立保育園給食材料費高騰に対する支援金（市負担分）
③市内の民間保育園及び民間小規模保育所

令和5(2023)年4月から
令和6(2024)年3月まで

対象となる全事業者（６園）
へ交付金を支払う

対象となる全事業者（６園）
に支援金を交付した。

新型コロナウイルス感染症の長期化による原
油価格などの物価高騰の影響を受けた私立
保育園に支援金を交付することで、私立保育
園のサービス維持を支援することができた。

3,764 668
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8
公立保育園給食費
支援事業

重点交付金

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し、物価高騰の影響を受ける中、利用園児に
対してこれまで通りの栄養バランスや量を安定的に保った給食を保護者負担を増やすことな
く実施するため必要な支援を行う。
②公立保育園給食費の材料費高騰に対する支援
③子育て世帯（市内公立保育園園児の保護者）

令和5(2023)年4月から
令和6(2024)年3月まで

対象園児全員の保護者へ
の支援

対象となる園児全員へ支
援を行った。

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化
し、物価高騰の影響を受ける中、園児に対し
てこれまで通りの栄養バランスや量を安定的
に保った給食を保護者負担を増やすことなく
提供することができた。

5,725 3,048

9
給食調理等委託事
業

重点交付金

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し、物価高騰の影響を受ける中、利用児童・生
徒に対してこれまで通りの栄養バランスや量を安定的に保った給食を保護者負担を増やすこ
となく実施するため必要な支援を行う。
②小中学校給食費の材料費高騰に対する支援
③子育て世帯（市内公立小中学校児童生徒の保護者）

令和5(2023)年4月から
令和6(2024)年3月まで

対象児童生徒全員の保護
者への支援

対象となる児童生徒全員
へ支援を行った。

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化
し、物価高騰の影響を受ける中、児童・生徒
に対してこれまで通りの栄養バランスや量を
安定的に保った給食を保護者負担を増やす
ことなく提供することができた。

32,169 17,128

10
特殊詐欺対策機器
購入等補助金

重点交付金

①防犯意識の高まりを踏まえたコロナ禍における物価高騰対応事業として、市民が特殊詐
欺対策機器（防犯機能を有する通話録音装置又は着信拒否装置等）を設置する費用の一部
を負担することで、防犯対策強化（悪質な電話勧誘販売等の特殊詐欺による消費者被害の
防止）のための取組を行う。
②市民の特殊詐欺対策機器購入等に対する補助金
④防犯カメラを設置する市民

令和5(2023)年4月から
令和6(2024)年3月まで

30世帯への補助金給付を
目指す

33世帯へ補助金を給付し
た。

防犯意識の高まりを踏まえたコロナ禍におけ
る物価高騰対応事業として、市民が特殊詐
欺対策機器（防犯機能を有する通話録音装
置又は着信拒否装置等）を設置する費用の
一部を負担することで、防犯対策強化をする
ことができた。

206 109

11
みよし未来１８応援
金支給事業

重点交付金

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し、物価高騰の影響を受ける中、児童手当の
対象児童を高校生世代まで拡大し、市独自の給付金を支給することで、子育て世帯の生活
を支援する。
②高校生世代に支給する給付金
③高校生世代の児童を監護・養育する者

令和5(2023)年4月から
令和6(2024)年3月まで

1,680人への補助金給付を
目指す

1,954人へ補助金を給付し
た。

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化
し、物価高騰の影響を受ける中、児童手当の
対象児童を高校生世代まで拡大し、市独自
の給付金を支給することで、子育て世帯の生
活を支援することができた。

117,240 62,421

12
ICT推進事業
(AIチャットボット利
用）

通常交付金

①新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、24時間365日対応できるAIチャットボットを活
用し、接触機会の低減を図る。
②AIチャットボットサービス利用料
③地方公共団体

令和5(2023)年4月から
令和6(2024)年3月まで

AIチャットボットの回答率
80％を目指す。

AIチャットボットの回答率
84％となった。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、
24時間365日対応できるAIチャットボットを活
用することで、接触機会の低減を図ることが
できた。

659 167

13
ICT推進事業
(ビジネスチャット利
用）

通常交付金

①新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、職員間で接触することなく情報共有ができる
ビジネスチャットツールを活用し、職員間での接触機会の低減を図る。
②ビジネスチャット利用料
③地方公共団体

令和5(2023)年4月から
令和6(2024)年3月まで

職員におけるアクティブ
ユーザー率95％を目指
す。

職員におけるアクティブ
ユーザー率97％となった。

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、
職員間で接触することなく情報共有ができる
ビジネスチャットツールを活用しすることで、
職員間での接触機会の低減を図ることができ
た。

2,315 586

合計 260,973 180,324


